
■教育政策の更なる充実を図るための教職員からの意見・提案にかかる対応等について

現状の課題等 提案・改善策等

不登校で登校しない児童への家庭訪
問や、集団が苦手や担任が苦手な児
童の別室対応（リソースルーム）、
保護者や本人の相談、ヤングケア
ラーやその予備軍への対応や予防、
特別支援学級在籍ではないが個別の
配慮が必要な児童への対応等、あら
ゆる対応への人的資源が不足してい
る。　担任や管理職だけが個別対応
するだけでは対応しきれないことが
ある。

　児童生徒の課題解決に向けたス
クールソーシャルワーカーの活用状
況等の効果検証を実施し、必要に応
じてスクールソーシャルワーカーの
増員や配置のあり方について検討し
てまいります。あわせて、スクール
ソーシャルワーカー連絡会・研修会
にて効果的な活用事例を共有する
等、学校支援の更なる充実に努めて
まいります。

具体的な対応策等
受付
番号

９つの
方向

ご意見・ご提案内容
担当課 教育委員会の見解

　本市においては、人材確保及び予
算の課題等により、スクールソー
シャルワーカーの全小中学校常駐に
ついて、現時点では検討に至ってお
りません。
　一方で、スクールソーシャルワー
カーの配置については、国が全中学
校区に週３時間配置するよう求める
中、ご提案と同様に、文部科学省の
委託調査における研究報告において
もスクールソーシャルワーカーの常
勤化が必要という意見があります。
　また、本市においては、できるだ
け学校がスクールソーシャルワー
カーを効果的に活用できるよう区内
の学校数に応じて全区役所に１～２
名のスクールソーシャルワーカーを
常駐させており、全中学校区に国の
基準を上回る週5.86時間配置してい
るところです。さらに、スクール
ソーシャルワーカーが全小中学校に
おけるスクリーニング会議や小中学
校が要請した会議等に参加し、教職
員及び関係機関と緊密に連携する
等、児童生徒への個別に応じた適切
な支援を図っているところです。
　今後も、スクールソーシャルワー
カーの適切な配置と効果的な活用に
努めてまいります。
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スクールソーシャルワーカー、ス
クールカウンセラーの全小中学校常
駐。
教育相談を専門に行い、各小中学校
を巡回し、不登校やいじめ等対応に
苦慮するケースへの対応も行うコー
ディネーターの新設。
こどもサポートネットが機能してい
ない区は廃止。
教育支援センターから全小中学校へ
の不登校支援の巡回訪問。
不登校特例校の門戸を広げて、多種
多様な児童や生徒を受け入れて、社
会的に自立することを目指す学校に
する。
区役所子育て支援室、こども相談セ
ンターと学校との定期的な会議の実
施

指導部教
育活動支
援担当
（生活指
導グルー
プ）



現状の課題等 提案・改善策等

不登校で登校しない児童への家庭訪
問や、集団が苦手や担任が苦手な児
童の別室対応（リソースルーム）、
保護者や本人の相談、ヤングケア
ラーやその予備軍への対応や予防、
特別支援学級在籍ではないが個別の
配慮が必要な児童への対応等、あら
ゆる対応への人的資源が不足してい
る。　担任や管理職だけが個別対応
するだけでは対応しきれないことが
ある。

　教育支援センター配置スタッフに
よる巡回訪問については、引き続
き、各教育支援センターの運営状況
に応じて進めるとともに、校長会・
教頭会等を活用し、周知を図ってま
いります。あわせて、巡回訪問にICT
を活用する等、訪問方法の工夫につ
いても検討してまいります。

　不登校特例校については、大阪市
内に在住し、不登校または不登校傾
向にあり、本校への登校意欲がある
生徒を対象と考えております。ご提
案いただきましたとおり、多様な生
徒の社会的自立、自己実現を支援す
る教育活動を実施できる教育課程を
編成することが重要であると認識し
ております。

　不登校特例校の入学要件及び教育
課程の詳細についても、適正に検討
し、令和５年度中にその内容につい
て公表いたします。
　今後も引き続き、本市の不登校に
係る調査研究及び状況分析を進め、
不登校児童生徒への支援充実により
一層努めてまいります。

受付
番号

９つの
方向

ご意見・ご提案内容
担当課 教育委員会の見解 具体的な対応策等

スクールソーシャルワーカー、ス
クールカウンセラーの全小中学校常
駐。
教育相談を専門に行い、各小中学校
を巡回し、不登校やいじめ等対応に
苦慮するケースへの対応も行うコー
ディネーターの新設。
こどもサポートネットが機能してい
ない区は廃止。
教育支援センターから全小中学校へ
の不登校支援の巡回訪問。
不登校特例校の門戸を広げて、多種
多様な児童や生徒を受け入れて、社
会的に自立することを目指す学校に
する。
区役所子育て支援室、こども相談セ
ンターと学校との定期的な会議の実
施

指導部教
育活動支
援担当
（生活指
導グルー
プ）

　教育支援センター配置スタッフに
よる巡回訪問については、開設初年
度に全中学校を訪問し、管理職に教
育支援センターの概要を周知いたし
ました。
　令和３年度以降は、教育支援セン
ター配置スタッフによる全小中学校
の訪問は行っておりませんが、各小
中学校と教育支援センターとの積極
的な連携が進み、より効果的な活用
につながるよう、各教育ブロック担
当指導主事が各小中学校を訪問した
際に、管理職に改めて周知しており
ます。
　また、教育支援センター配置ス
タッフは、不登校に関連する相談等
があった際には、原則、訪問し、不
登校児童生徒の状況把握及び生徒の
支援にあたっての助言に努めており
ます。
　さらに、今年度は教育支援セン
ター花園にて研修を開催した際に、
あわせて施設見学会を実施いたしま
した。
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現状の課題等 提案・改善策等

不登校で登校しない児童への家庭訪
問や、集団が苦手や担任が苦手な児
童の別室対応（リソースルーム）、
保護者や本人の相談、ヤングケア
ラーやその予備軍への対応や予防、
特別支援学級在籍ではないが個別の
配慮が必要な児童への対応等、あら
ゆる対応への人的資源が不足してい
る。　担任や管理職だけが個別対応
するだけでは対応しきれないことが
ある。

こどもサポートネットについては、
スクールソーシャルワーカーの研修
や連絡会での内容を踏まえ、担当す
る局や区役所とも連携しながら、取
組が進まない課題を明らかにし、課
題解決に向けた取組を進めてまいり
ます。

スクールソーシャルワーカー、ス
クールカウンセラーの全小中学校常
駐。
教育相談を専門に行い、各小中学校
を巡回し、不登校やいじめ等対応に
苦慮するケースへの対応も行うコー
ディネーターの新設。
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の不登校支援の巡回訪問。
不登校特例校の門戸を広げて、多種
多様な児童や生徒を受け入れて、社
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する。
区役所子育て支援室、こども相談セ
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施

ご意見・ご提案内容
具体的な対応策等担当課

指導部教
育活動支
援担当
（生活指
導グルー
プ）

こども青
少年局企
画部企画
課こども
の貧困対
策推進グ
ループ

受付
番号

９つの
方向
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教育委員会の見解

　こどもサポートネットでは、小中
学校においては、教職員の気づきに
よるスクリーニングを実施し、区役
所と密に連携しながら、スクリーニ
ング会議を充実させ、課題を抱えた
児童生徒等を適切な支援につなぐこ
とをめざしております。本事業の実
施における課題については、月１回
開催しているスクールソーシャル
ワーカーの研修や連絡会において、
現状や実態について把握し、その内
容を踏まえ、担当する部署と連携し
ながら、より適切な支援につなげら
れるよう努めていまいります。



現状の課題等 提案・改善策等

不登校で登校しない児童への家庭訪
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童の別室対応（リソースルーム）、
保護者や本人の相談、ヤングケア
ラーやその予備軍への対応や予防、
特別支援学級在籍ではないが個別の
配慮が必要な児童への対応等、あら
ゆる対応への人的資源が不足してい
る。　担任や管理職だけが個別対応
するだけでは対応しきれないことが
ある。

こども青
少年局中
央こども
相談セン
ター教育
相談グ
ループ

　教育相談の体制については、こど
もや保護者等が利用しやすい相談体
制の整備に努めるとともに、引き続
き、各学校との連携を深め、問題の
未然防止や早期発見、早期解決につ
なげてまいります。（※）

　スクールカウンセラーにつきまし
ては、平成24年度に全中学校へ配
置、全小学校の34％に派遣していま
した。年々スクールカウンセラーの
増員を図るなか、令和3年度は、全小
学校の77％へ派遣いたしました。令
和4年度は、全小中学校へ配置となり
ましたが、今後も学校におけるカウ
ンセリング機能の一層の充実をめざ
し、スクールカウンセラーの増員に
ついても進めていくよう努めてまい
ります。（※）

教職員からの意見・提案中「スクールカウンセラー」及び「教育相談」につきましては、教育委員会の所管事業ではありませんが、担当課に確認しました見解と具体的な対応
策等を掲載しています。教育委員会といたしましても、学校現場の意見を踏まえ、こども青少年局と連携しながらよりよい形で取組が進むよう努めてまいります。

受付
番号

９つの
方向

ご意見・ご提案内容
担当課 教育委員会の見解 具体的な対応策等

　スクールカウンセラーの配置につ
いては、令和４年度から大阪市立の
全ての小中学校に対してスクールカ
ウンセラーを配置し、概ね月１回以
上支援体制を構築しています。
（※）

こども青
少年局中
央こども
相談セン
ター教育
相談グ
ループ
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　教育相談では、不登校やいじめな
ど教育に関する相談、特別支援教育
に関する相談をお受けしています。
学校とも連携し、教育にかかる課題
に対して教育的・心理的・福祉的支
援など総合的にアセスメントを行
い、こどもの置かれている状況や態
様に応じた支援を行っています。
来所による相談は、日常の場とは異
なる児童生徒の姿を確認する場とな
り、支援の方向性を定めるために有
効な手法と考えます。
　また、個別ケースとして、必要な
場合においては会議に教育相談担当
者も参加し、区役所、学校と協働で
支援を充実させています。（※）

スクールソーシャルワーカー、ス
クールカウンセラーの全小中学校常
駐。
教育相談を専門に行い、各小中学校
を巡回し、不登校やいじめ等対応に
苦慮するケースへの対応も行うコー
ディネーターの新設。
こどもサポートネットが機能してい
ない区は廃止。
教育支援センターから全小中学校へ
の不登校支援の巡回訪問。
不登校特例校の門戸を広げて、多種
多様な児童や生徒を受け入れて、社
会的に自立することを目指す学校に
する。
区役所子育て支援室、こども相談セ
ンターと学校との定期的な会議の実
施



現状の課題等 提案・改善策等
教育委員会の見解 具体的な対応策等

　引き続き、各校に支援を行うとと
もに、適切な支援体制について検討
してまいります。
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　スクールライフノートの「心の天
気」の運用は次第に定着してきてい
るが、「ナビマ」「スカイメニュー
クラウド」の運用実績には、各校で
バラツキがあると捉えている。両ソ
フトには「提出物の管理や返却」等
共通する機能も多く、場面によって
使い分けることが難しい。デジタル
ドリルの魅力を考えるとナビマへの
運用を重視してしまうため、その場
合はスカイメニュークラウドを活用
する機会が薄れてしまうと考える。

　1人1台端末に関しては、ソフト
ウェアの活用から保管・管理に至る
までほとんどの業務を学校ごとに
行っている。年度移行による作業量
は肉体的・時間的に膨大であり、そ
れによって授業への準備・年間指導
計画等、学級経営面での時間確保が
十分に図れないという実態があるの
ではないか。そのしわ寄せは最終的
には児童にも向かってくるため、ソ
フトウェアの活用に関する具体的な
場面の提示や方法、端末の管理に際
しての人員派遣等、教職員が授業に
関する業務に集中できるような手立
てが必要である。人員派遣の際に
は、当該スタッフに学校から依頼で
きる業務内容の制限を可能な限り取
り払うことも必要である。

教育政策
課

（ＩＣＴ
推進Ｇ）
教育セン
ター教育
振興担当

　Ｒ４年度においては、１人１台端
末環境において日常的にアプリケー
ション等を活用するなどＩＣＴを効
果的に活用した学習指導の充実を図
るため、ＩＣＴ教育アシスタントを
増員し１週間に１回程度の頻度で学
校に訪問し技術的な支援を行ってい
ます。
　また、年度移行作業の技術的な支
援を実施できるよう、希望する学校
においてＩＣＴ教育アシスタントを
早期配置したところです。
　引き続き必要な支援を進めていく
とともに、各課題を踏まえ、今後の
適切な支援体制について検討してま
いります。

受付
番号

９つの
方向

ご意見・ご提案内容
担当課



現状の課題等 提案・改善策等

受付
番号

９つの
方向

ご意見・ご提案内容
担当課 教育委員会の見解 具体的な対応策等

　養成・採用・研修を一体として捉
え、大学と連携・協働した研修プロ
グラムの企画・開発と教員のキャリ
アステージに応じた研修の充実を行
い、教職生活全体を通じて、自ら実
践的指導力等を高めるとともに、知
識・技能の絶えざる刷新を行える、
探求力を持った学び続ける教員を育
成していきます。
　今後、大阪市のホームページに新
教育センターの建設に向けた情報を
発信するとともに、教員にとって初
心を取り戻すことができたり、最先
端の知識を得たりすることができる
場として新教育センターが広く開か
れた施設として活用されるよう広報
誌や教育フォーラムなど機会を捉え
教員に周知していきます。
　また、これから大阪市の教員を志
望する学生にも周知できるようにす
るために、教育実習事前研修会で新
教育センターの紹介を行い、大阪市
の教育の魅力を伝え、志願者増につ
なげていきます。
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　2005年度以降の規制緩和により、
多様な人材の採用に関して、一定の
成果が表れていると考える。しか
し、質的な観点での人材確保にあ
たっては、課題も多いように感じ
る。きめ細かく児童の指導・対応に
あたることのできる教員が求められ
るが、児童への対応と業務に追わ
れ、年度途中に体調を崩すことによ
る欠員発生の事象が常態化している
と感じられる。職業選択の際に教員
を敬遠する世論の動向を転換し、魅
力ある教員像の構築および学校づく
りが求められている。

　特別免許状の適用条件の緩和など
の応急処置は、中長期的な問題の解
決には至らないと考える。将来を見
据えた人材の確保にあたっては、採
用前からの人材育成と採用後数年で
の悉皆研修の充実が有効であると考
える。例えば本校では、教育実習期
間後、資質・能力に将来性のある学
生を支援サポーターとして登録して
いる。学校と行政のパイプをさらに
太くし、それらの人材を学校側が報
告し、行政管理ができるよりよいシ
ステムを構築できれば、採用前から
大阪市の人材確保に寄与できると考
える。
　また、大学連携(新教育センター)
についての周知が不十分である印象
を受ける。指導主事および専門研究
者以外にも、現場で実践的指導力を
発揮している教職員の知識や技能を
採用後の教職員に伝達する機会が必
要である。そのために新教育セン
ターの位置づけ・方向性や将来性を
宣伝し、教育機関すべてで連携を強
化できるような研究施設としていく
ことを切望する。

教育セン
ター教育
振興担当
教育政策
課（企画
Ｇ）

　採用前からの人材育成について、
本市小中学校の教員をめざす大学生
等を対象とした教師養成講座を実施
しています。採用後は、「教員とし
ての資質の向上に関する指標」に基
づいたキャリアステージに対応した
研修を実施しています。初任教員期
において基礎的・基本的な事項や実
践的な指導技術力を習得するための
新任教員研修、若手教員期において
基礎的な指導力をもとに更なる専門
的な知識・技能を習得し、経験の浅
い教員に助言や支援を行うことをめ
ざす３・４・５年次教員研修、中堅
教員期において教科・領域等の高度
で専門的な知識・技能を習得し、学
校のマネジメントに参画し、学年や
校務分掌等のグループのリーダーを
務めることをめざす中堅教員研修を
それぞれ実施しています。
　提案いただきました、教育実習後
にサポーターとして登録をお願いす
る手法は好事例と捉え、今年度から
行っている教育実習事前研修会の中
で、サポーターの紹介を行い、登録
の勧奨を行いました。
　新教育センターについては、令和
６年度の開設に向け、令和３年３月
に基本構想を本市HPに公表するとと
もに、令和３年12月の大阪市教育
フォーラムでPR動画を配信したとこ
ろです。新教育センターは、「シン
クタンク機能」「人材育成機能」
「連携・協働・チャレンジ機能」と
いう３つの機能が相互作用し、様々
な専門研究分野をもつ大学教員の指
導による教員のスキルアップや学校
現場との協働による実践研究等を行
い、教員の資質の向上はもとより、
本市の教育力の底上げを図っていき
ます。
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学事課
（学事グ
ループ）

　学級編制の標準の引き下げは、国
の責任においてその財源と共に実施
されるべきと考えており、本市とし
ても指定都市教育委員会協議会を通
じて国に対して要望を行っていま
す。
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　教員の時間外勤務の縮減に努める
ため、令和５年度に「学校園におけ
る働き方改革推進プラン」の改訂を
進めているところです。今後とも、
休憩時間の適正な取得や、勤務時間
の運用について、周知に努めてまい
ります。　また、各学校園において
適切な運用が行われていない場合が
ありましたら、状況を確認のうえ、
適切な対応を図ってまいります。
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・「働き方改革」の中でも教職員の
過重な労働は全く変わっていない。
特に、コロナ禍の中で、教職員の負
担は尋常ではない状態が続いてい
る。加えて、小学校では、道徳や外
国語活動の教科化、すくすくウォッ
チなどのテストの増加、オンライン
授業の準備により、教職員の勤務時
間外労働は増加している。大阪市の
教職員の病気休職（精神疾患を含
む）の割合が他の自治体と比べても
高い状態が続いている。
・ほとんどの小学校で教職員の休憩
時間が授業中に設定されており、事
実上、休憩時間を取れない。
・朝の登校指導を勤務時間前に行う
ことが常態化している。

・全国に先駆けて1年生から６年生ま
での３５人学級の実現をしてほし
い。子どもたちの感染予防対策にも
なるし、教職員の負担も軽減でき
る。勤務時間外労働を縮小するだけ
でなく、打刻した出退勤記録には表
れない労働を削減してほしい。例え
ば、休憩時間に授業や会議、行事を
入れず、休憩をとれる環境の整備。
朝の登校指導を勤務時間内に行うこ
との徹底。

　小学校における学級編制について
は、「公立義務教育諸学校の学級編
制及び教職員定数の標準に関する法
律」および「同施行令」に基づい
て、学級編制の小学校の標準を35人
とし、少人数学級の計画的な整備の
ための経過措置として、学年進行に
より令和7年度までに段階的に引下げ
ることとされています。
　これにより、本市では、令和４年
度について、小学１年生から３年生
までを１学級35人として学級編制を
行っています。

　教育委員会においては、令和元年
12月に「学校園における働き方改革
推進プラン」を策定し、教員の負担
軽減の取組を進めてきているところ
です。
　また、勤務条件制度については
「勤務条件制度の手引き」に取扱い
を明記し、管理職に対し、適切な運
用を行うよう周知しているところで
す。
　長時間勤務の解消を図っていくた
めには、勤務時間の適正な把握を行
う必要があることから、出退勤記録
には表れない労働については、行う
べきものではないと認識しておりま
す。このため、勤務時間外に業務を
行う場合においても、必ず教職員勤
務情報システムに入力するように周
知しております。
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　休憩時間については、条例におい
て勤務時間に応じて必ず取得させる
よう規定しており、変更の必要があ
るときは所定の手続きにより、別の
時間に休憩時間を必ず取得すること
としております。
　また、引き続き教職員の健康保持
やワーク・ライフ・バランスの実現
に向け、令和４年８月９日付で各校
園長に対し、教職員の勤務状況の適
正管理について、通知しておりま
す。

参考　大阪市教育振興基本計画上の政策推進のための９つの基本的な方向

　　１　安全・安心な教育環境の実現

　　２　豊かな心の育成

　　３　幼児教育の推進と質の向上

　　４　誰一人取り残さない学力の向上

　　５　健やかな体の育成

　　６　教育ＤＸの推進

　　７　人材の確保・育成としなやかな組織づくり

　　８　生涯学習の支援
　　９　家庭・地域等と連携・協働した教育の推進
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